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（様式１－１）

令和　　年　　月　　日

質　問　書
　さいたま市長　宛
　　　　　　　　　　　　（質問者）
法人名

所在地

所属

担当者氏名


電話番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業に関する公募要領に関し、以下の質問がありますので提出します。

	質問箇所
	ページ
	例：３ページ
	通し番号
	

	
	項目番号
	例：２－⑶

	
	項目名
	例：本件土地の概要

	その他
	（公募要領に記載がないものの場合は質問のタイトルを記載）



	質問内容
	


※令和７年８月１日（金）午前９時００分から令和７年８月８日（金）午後４時００分までに電子メールにて送付すること。

※質問事項は本様式１枚につき１項目を記載し、質問数が複数の場合、通し番号欄に質問番号を記載すること。

※提出方法は、原則として電子メール（添付ファイル）にて送付すること。なお、ファイル形式は、原則としてMicrosoft Wordとすること。

※提出先　電子メールアドレス：zerocarbon-suishinsenryaku@city.saitama.lg.jp
（様式２－１）
令和　　年　　月　　日

応募申込書
さいたま市長　宛
さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業に関する公募要領等を熟知のうえ、必要書類を添えて申し込みます。
	応募者名
（代表法人）
	（法人名）


	
	（代表者）


	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）



	連絡担当者
	（所属部署）


	
	（担当者名）



	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）


	（FAX番号）



	
	（電子メールアドレス）




※共同応募の場合は、他の共同体構成員毎に構成員調書（様式２-２）を提出すること。

（様式２－２）

令和　　年　　月　　日

構成員調書
　さいたま市長　宛
さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業に関する公募要領等に基づき、下記の応募者（代表法人）の共同体構成員として申し込みます。

	応募者名
（代表法人）
	（法人名）



	構成員
	（法人名）


	
	（代表者）



	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）



	構成員の
連絡担当者
	（所属部署）


	（担当者名）



	
	（所在地）〒

	
	（電話番号）

	（FAX番号）


	
	（電子メールアドレス）



（様式２－３）
令和　　年　　月　　日

資格要件事前確認書
さいたま市長　宛
（代表法人）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　 人   名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業の事業提案をするにあたり、次の資格要件を確認し記載内容に相違ないことを誓約します。万が一、資格要件に虚偽のあることが判明した場合は、本提案に係る参加資格を取り消されることについて異議を申し立てません。

	資格要件
	資格確認

	　一法人等が、他の共同体の構成員になっていないか。また、複数の応募を行っていないか。
	はい ・ いいえ

	　建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所のいずれかの登録を行っているか。（※１）
	はい ・ いいえ

	　建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の規定に基づく、建築一式工事につき特定建設業又は一般建設業の許可を受けているか。（※２）
	はい ・ いいえ

	　宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第3条に規定する免許を有しているか。（※３）
	はい ・ いいえ

	　過去５年間に、一団の住宅団地で10戸以上の戸建住宅の供給実績があるか。（※４）
	はい ・ いいえ

	　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第2項各号の規定に該当していないか。
	はい ・ いいえ

	　本市において、入札参加停止等の措置による指名停止期間中でないか。
	はい ・ いいえ

	　県税及び市税（都税及び区税）を滞納していないか。
	はい ・ いいえ

	会社更生法（平成14年法律第154号）第17条に規定する更生手続開始の申立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号。以下「旧法」という。）第30条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）がなされている者（同法第199条に規定する更生計画認可の決定（旧法第233条に規定する更生計画認可の決定を含む。）を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に規定する再生手続開始の申立てがなされている者（同法第174条に規定する再生計画認可の決定を受けている者を除く。）等経営状態が著しく不健全な者でないか。
	はい ・ いいえ

	破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条の規定による破産の申立てがなされていないか。
	はい ・ いいえ

	　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団及び第6号に規定する暴力団員でないか。
	はい ・ いいえ

	　公募要領に基づいて市が指定した日までに、売買代金の一括納付が可能か。
	はい ・ いいえ


（※１）…建築士事務所の登録が確認できる書類を添付すること。
（※２）…建設業の許可が確認できる書類を添付すること。

（※３）…宅地建物取引業の事務所の免許が確認できる書類を添付すること。

（※４）…住宅供給実績が確認できる書類を添付すること。

　　　　　なお、開発許可を受けている実績の場合は、都市計画法第36条による「検査済証」をもって判断する。

（様式３－１）
令和　　年　　月　　日

事業提案書
さいたま市長　宛
（代表法人）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　 人   名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業に関する公募要領等に基づき、事業提案書を提出します。

件　　名：さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業
提出資料：（１）事業提案書表紙（本様式）

　　　　 （２）事業提案書（任意様式）
　　　　 （３）土地利用計画図（様式３－２）
　　　　 （４）施設概要説明書（様式３－３）
　　　　 （５）事業収支計画書（様式４－２）

（様式３－２）

土地利用計画図
· 完成時のまちがイメージできる図面を添付すること。（Ａ３：様式自由）
· 戸建住宅、道路等の土地利用面積の内訳を記載すること。
· その他、戸建住宅以外に共用施設等を設置する場合は、その他の共用施設等の（）内に名称を記入し、当該施設の土地利用面積を記入すること。

土地利用面積の内訳
	開発面積
	㎡

	住宅地面積
	㎡

	開発道路
	㎡

	その他の共用施設等

（　　　　　　　　　　）
	㎡

	その他の共用施設等

（　　　　　　　　　　）
	㎡

	その他の共用施設等

（　　　　　　　　　　）
	㎡


※本様式は事業者選定委員に提供する。
（様式３－３）

施設概要説明書
· 建設を予定する戸建住宅の戸数、太陽光発電を設置する住宅の戸数、区画の規模、想定される建ぺい率や容積率について記載すること。

	建　設　予　定　住　宅　戸　数
	戸

	太陽光発電設置住宅戸数
	戸

	区画規模
	最　　大
	㎡

	
	最　　小
	㎡

	
	平　　均
	㎡

	建ぺい率
	最　　大
	％

	
	最　　小
	％

	
	平　　均
	％

	容積率
	最　　大
	％

	
	最　　小
	％

	
	平　　均
	％


・壁面後退、住宅配置等の考え方について記載してください。
	


※本様式は事業者選定委員に提供する。
（様式４－１）

事業実施執行体制説明書

· 単独応募の場合は、想定できる範囲内で委託先等を記載すること。

· 共同応募の場合は、各構成員の役割分担について、予定している範囲内で記載すること。
· こちらの提出書類については事業提案書とは別に、個別に提出すること。
	１
	単独法人
・
代表法人
（どちらかに○）
	法人名
	

	
	
	主な役割
	

	２
	委託先①

（共同応募の場合は、構成員①）
	法人名
	

	
	
	主な役割
	

	３
	委託先②

（共同応募の場合は、構成員②）
	法人名
	

	
	
	主な役割
	

	４
	委託先③

（共同応募の場合は、構成員③）
	法人名
	

	
	
	主な役割
	

	５
	委託先④

（共同応募の場合は、構成員④）
	法人名
	

	
	
	主な役割
	


※本様式は事業者選定委員に提供しない。
（様式４－２）

事業収支計画書
· 概算事業費、資金計画等について記載すること。

単位：百万円

	大項目
	中項目
	小項目
	金　　　額

	販売収入
	

	概算事業費
	

	
	土地購入費（人件費等含む）
	

	
	造成費（人件費等含む）
	

	
	建設費（人件費等含む）
	

	
	その他人件費
	

	
	広告宣伝費
	

	
	一般管理費
	

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	合　計
	

	資金計画
	

	
	自己資金
	

	
	借入金
	銀行借入
	

	
	
	社債等
	

	
	補助金
	ＺＥＨ＋
	

	
	
	太陽光
	

	
	
	ＥＭＳ
	

	
	
	蓄電池
	

	
	
	Ｖ２Ｈ
	

	
	合　計
	

	（備考）


※大項目の「販売収入」については、土地と建物を含めた販売価格の総合計額を記入すること。
※本様式は事業者選定委員に提供する。
（様式５－１）

令和　　年　　月　　日
買受希望価格書
さいたま市長　宛
さいたま市脱炭素先行地域事業における脱炭素街区形成事業に関する公募要領等を熟知のうえ、買受希望価格書を提出します。

	￥
	十億
	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円


	応募者名
（代表法人）
	（法人名）



	
	（代表者）

印　

	
	（所在地）〒



	
	（電話番号）




※本様式は事業者選定委員に提供しない。
別添３










